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日本共産党の見解を紹介します。
あなたのご意見、ご感想をおよせください。

安倍政権にモノいい、民意とどける

を伸ばしてください
●日本共産党の地方議員は地方議会でも安倍政治と正面から対決、憲法９条
　改憲反対の意見書を提案・可決などの先頭にたっていまっていまっ す。す。す
●消費税１０％増税中止の意見書可決も広がっていまっていまっ す。す。す
●東海第二原発のある茨城県では４４自治体中、２９自治体で再稼働・運転延長
　反対、廃炉を求める意見書を可決していましていまし す。す。す

自・公などでは
安倍政権を支えることに

臨時国会への改憲案提出
「日経」・テレビ東京。
９月２１～23日調査

　　倍首相は臨時国会で来年１０月に消費
　　税率を１０％にすることを表明。１世帯
あたり年８万円の負担増です。

　　計消費が冷え込んでいるなかでの増
　　税はさらに景気を悪くします。所得の
少ない人ほど負担が増え、貧困と格差を
広げるだけです。

一番の景気対策は
　　　　 増税中止
来年10月からの増税中止の一点で
力をあわせてたたかいます。
社会保障の財源は空前の利益を手
にしている富裕層と大企業に応分の
負担を求めて確保します。

　　民が望んでもいないのに、憲法を守る 
　　べき首相が国会に、自衛隊に改憲を
呼びかける――立憲主義の破壊です。

　　鮮半島で平和の動きが起こっていると
　　き、憲法に自衛隊を明記し、戦力保持を
禁止した９条２項を空文化し、海外での武力
行使を無制限にすることは「時代錯誤」です。

国民と共闘の力で
９条改憲を阻止

　　０３０年度には電力の２０～２2％を原
　　発でまかなう（安倍政権）とすれば、東
海第二原発など既存・建設予定の３７基の
原発をすべて稼働させることになります。

　　力調整できない原発は電力の安定供
　　給という点でも大問題です。

原発ゼロ。分散型・再生
可能エネルギーの普及を
国民の運動で原発ゼロ法案を野党
４党が提出しました。
この法案も力に「原発ゼロの日本」、
再生可能エネルギーの本格導入へ転
換します。

日本共産党は「安倍9条改憲NO!」
の「3000万人署名」にとりくみ、世論と
運動、市民と野党の共闘の力で、改憲
をストップさせます。
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大企業の純利益（この５年間で）
１９兆円➡４５兆円

大株主が持つ株式の時価総額（この５年９ヵ月で）

3.5兆円➡ 17.6兆円

発電量にしめる再生
可能エネルギーの割合 ２０３０年目標

世界の流れは再生可能エネルギー
立ち遅れている日本

家計消費はマイナス２５万円
一方、大企業と富裕層に空前の利益

朝 家 出

２人以上世帯の実質
消費税８％増税前の2013年平均
/17年9月～18年8月の平均

賛成原発再稼働
「朝日」２月17、18日調査

原発再稼働
 反対

９条改憲
急ぐべきでない

賛成
提出
すべき 反対 反対　　急ぐ
べきでない

消費税１０％に引き上げ
（来年10月）
「共同」９月20、21日調査

安倍政治ノーの意見書に、多くの自・公が
地方議会で「反対」しています。

消費税１０％

消費税１０％
増税反対

６８％ 54.1％ ６1％

民意無視はごめん
安倍政権ノーの思いを日本共産党

へ

2020年
目標






